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４ 学 校 評 価

１ 学校評価の目的

学校評価は、以下の３つを目的として実施するものであり、これにより子どもたちがより

良い学校生活を送ることができるよう、学校運営の改善と発展を目指すための取組である。

① 各学校が、自らの教育活動その他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、

その達成状況や達成に向けた取組の適切さ等について評価することにより、学校とし

て組織的・継続的な改善を図ること。

② 各学校が、自己評価及び保護者など学校関係者等による評価の実施とその結果の公

表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地域住民等から理解と

参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを進めること。

③ 各学校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備等の

改善措置を講じることにより、一定水準の教育の質を保障し、その向上を図ること。

（「学校評価ガイドライン」〔改訂〕文部科学省、平成28年３月より抜粋）

２ 学校評価と情報提供に関する規定

学校評価については、平成19年６月の学校教育法、同年10月の学校教育法施行規則の改正

により、次のように規定されている。

○学校教育法施行規則（平成19年12月施行）
第66条 小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、

その結果を公表するものとする。

２ 前項の評価を行うに当たっては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行

うものとする。

第67条 小学校は、前条第１項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保護者そ

の他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を

公表するよう努めるものとする。

第68条 小学校は、第66条第１項の規定による評価の結果及び前条の規定により評価を行った場

合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。

※幼稚園、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校等にもそれぞれ準用。

３ 学校評価の種類・位置付けとＰＤＣＡサイクルに基づいた学校評価システム

学校評価の具体的な進め方については、「学校評価ガイドライン」〔改訂〕（文部科学省 平

成22年７月）や「信頼・協働 ひとみ輝く学校づくり 学校評価ガイドブック」（島根県教

育委員会 平成20年３月）、リーフレット「信頼・協働 ひとみ輝く 笑顔あふれる 学校

づくり」（学校評価を子どもたちのために）（島根県教育委員会 平成21年３月）を参照し、

全教職員が関わることができるよう

な組織としての評価システムを確立

することが大切である。

学校評価の種類・位置付けは右表

のようになっている。島根県内の学

校関係者評価実施率は小学校・中学

校ともに100％（平成30年度教育課

程状況調査報告書より）、県立学校

で100％となっている。

「信頼・協働 ひとみ輝く学校づくり 学校評価ガイドブック」より

学校評価は、ＰＤＣＡのそれぞ

れの段階が互いに関連しながらサ

イクルとして機能していくことが

大切である。また、子どもや保護

者、地域住民等の意見を学校の目

標や方策に反映させるとともに、

学校関係者評価を学校と保護者・

地域住民とをつなぐコミュニケー

ションツールとして活用し、保護

者、地域住民等と連携協力した学

校づくりを推進していくことが重

要である。

「信頼・協働 ひとみ輝く 笑顔あふれる 学校づくり」（学校評価を子どもたちのために）より

４ 手段としての学校評価

（１）学校評価は手段（ツール）であり、それ自体が目的ではない

① 学校経営の改善による教育水準の向上を図るための手段。

② 学校関係者の適切な学校運営の参画を促し、開かれた学校づくりを行う（コミュニ

ケーションツール）。

（２）過剰な負担なく、実施効果の高い評価を心がける

過剰な負担はマイナス。全教職員が「やって意味があった」と思えるような評価の仕組み

づくりが大事。

（３）日常的な学校情報の整理・活用がカギ

自己評価で収集する学校情報は教職員や保護者のアンケートだけではない。学力調査や定

期テスト、体力テスト等の結果など多様なデータをどのように使うかがポイント。

（４）組織としての評価システムを確立する

全教職員が評価に関わるように、学校評価における目標と教職員の目標を系統化する。

参考：平成25年度学校評価指導者養成研修関係資料、平成25年度学校評価フォーラム資料

５ 実効性の高い学校評価の推進

島根県内において、多くの学校で学校評価の形が整いつつある。今後は、より実効性の高い

学校評価を行っていくことが求められる。

「実効性の高い学校評価」とは

「学校、学校関係者及び設置者のそれぞれにとって、学校運営の改善や教育水準の向上、子

どもの成長につながっているという有用感のある取組」

（「学校評価の在り方に関するＷＧ報告」文部科学省 平成24年３月 より抜粋）

【基本的考え方】

○学校評価を、教育活動その他の学校運営の改善のための組織的な取組により進める。

○学校評価の実施や学校からの情報提供を学校と地域の人々との関係づくりととらえて、積

極的に進める。

○設置者や国は、全ての学校において実効性の高い学校評価が行われるよう支援する。

[参考]「信頼・協働 ひとみ輝く学校づくり 学校評価ガイドブック」

（平成20年３月 島根県教育委員会）
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学校評価は、ＰＤＣＡのそれぞ

れの段階が互いに関連しながらサ

イクルとして機能していくことが

大切である。また、子どもや保護

者、地域住民等の意見を学校の目

標や方策に反映させるとともに、

学校関係者評価を学校と保護者・

地域住民とをつなぐコミュニケー

ションツールとして活用し、保護

者、地域住民等と連携協力した学

校づくりを推進していくことが重

要である。

「信頼・協働 ひとみ輝く 笑顔あふれる 学校づくり」（学校評価を子どもたちのために）より

４ 手段としての学校評価

（１）学校評価は手段（ツール）であり、それ自体が目的ではない

① 学校経営の改善による教育水準の向上を図るための手段。

② 学校関係者の適切な学校運営の参画を促し、開かれた学校づくりを行う（コミュニ

ケーションツール）。

（２）過剰な負担なく、実施効果の高い評価を心がける

過剰な負担はマイナス。全教職員が「やって意味があった」と思えるような評価の仕組み

づくりが大事。

（３）日常的な学校情報の整理・活用がカギ

自己評価で収集する学校情報は教職員や保護者のアンケートだけではない。学力調査や定

期テスト、体力テスト等の結果など多様なデータをどのように使うかがポイント。

（４）組織としての評価システムを確立する

全教職員が評価に関わるように、学校評価における目標と教職員の目標を系統化する。

参考：平成25年度学校評価指導者養成研修関係資料、平成25年度学校評価フォーラム資料

５ 実効性の高い学校評価の推進

島根県内において、多くの学校で学校評価の形が整いつつある。今後は、より実効性の高い

学校評価を行っていくことが求められる。

「実効性の高い学校評価」とは

「学校、学校関係者及び設置者のそれぞれにとって、学校運営の改善や教育水準の向上、子

どもの成長につながっているという有用感のある取組」

（「学校評価の在り方に関するＷＧ報告」文部科学省 平成24年３月 より抜粋）

【基本的考え方】

○学校評価を、教育活動その他の学校運営の改善のための組織的な取組により進める。

○学校評価の実施や学校からの情報提供を学校と地域の人々との関係づくりととらえて、積

極的に進める。

○設置者や国は、全ての学校において実効性の高い学校評価が行われるよう支援する。

[参考]「信頼・協働 ひとみ輝く学校づくり 学校評価ガイドブック」

（平成20年３月 島根県教育委員会）
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3 学校保健・学校給食

学校給食・学校保健の危機管理のポイントは未然防止にある。ここでは学校における未

然防止について記載する。なお、危機発生時は、校内の危機管理マニュアルに基づき、

Ⅰ 状況の把握とその対応、Ⅱ 処置･報告、Ⅲ 児童生徒･保護者への連絡等を行う。

（１） 感染症、食中毒

① 児童生徒の健康観察

教職員は、日頃から連携して児童生徒の健康観察に努める。特に朝の健康観察は、

感染症や食中毒などの集団発生状況を把握する機会となるため、全教職員がその意

義と重要性を理解し、共通認識のもとに実施する。

② 情報収集・緊急対応時の体制の整備

ア）日頃から、感染症情報収集システムを活用するなどして、域内や近隣市町村の感

染症の発生状況の情報収集に努めるとともに、児童生徒への感染症や食中毒の予

防などの保健教育の充実を図る。

イ）全ての保護者に対し、児童生徒が感染性の疾患や食中毒にかかったと判明した場

合には早急に学校へ連絡することを徹底する。

（２） 食物アレルギー

○食物アレルギーの発症が想定される場合

学校給食、食にかかわる行事、食事を伴う部活動や宿泊行事等

食物摂取後の運動（食物依存性運動誘発アナフィラキシー）

① 児童生徒の実態把握

ア）入学前及び転入前の通園施設や学校との連携をとり、児童生徒の食物アレルギー

の有無や程度、医療的管理状況等について把握する。

イ）対応が必要な児童生徒には「学校生活管理指導表」の提出を求め、これに基づい

て保護者と協議する。また、保護者の同意を得て児童生徒のアレルギー等の情報

を教職員間で共有するとともに、校内対応委員会を設置・開催し、個別の取組プ

ランを作成する。

ウ）児童生徒のアレルギーの状態について常に最新の情報を得ることができるよう保

護者との連携を密にする。

② 学校における管理

ア）食物アレルギー発症時の対応について校内で協議し、教職員間で共有する。（症

状の確認、校内体制、応急手当、緊急時連絡先の確認等）

イ）「学校生活管理指導表」は緊急時に教職員の誰もが閲覧できるように一括して管

理する。

ウ）教職員は研修などを通して、食物アレルギーやアナフィラキシー等の基本的事項、

心肺蘇生（ＡＥＤの使用を含む）、エピペンⓇの使用方法、応急手当について知識

や手技などを習得しておく。

エ）担任等による献立の確認事項及び、食事の配膳やおかわりの際の留意事項につい

て、教職員全員に周知する。

オ）エピペンⓇを処方されている児童生徒がいる場合には、保護者の同意を得たうえ

で、事前に地域の消防機関に当該児童生徒の情報提供をし、迅速な対処や搬送の

ための体制をつくる等、日頃から地域の関係機関と連携する。
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（３） 学校給食への異物（危険な異物）混入

○危険な異物

金属類、ガラス、石、薬品など児童生徒へ健康被害を与える危険性が高い異物ま

たは異臭の場合

① 学校等における危機管理体制の確立

ア）校長は学校給食での異物混入を想定し、校内体制を確立しておく。

※教室で危険な異物発見時の初期対応

ⅰ） 速やかに給食の喫食を中止し、児童生徒の健康被害の確認、現状保存する。

ⅱ） 管理職へ報告し、他の学級の給食への異物の有無の確認と喫食の中止を指

示し、児童生徒の健康被害の確認をする。

ⅲ） 管理職は、教育委員会、共同調理場に第１報を入れるとともに、学校全体

の状況を取りまとめる。

イ）配膳室等保管場所は施錠ができる構造とし、衛生面について十分に配慮すると

ともに、配膳室から配食までの管理を徹底する。

② 連絡体制の整備

異物混入の判明時期としては、ア）配送前、イ）配送後調理場での検食時、ウ）

各学校での検食時、エ）各学級での配食時、オ）喫食時等が考えられるため、それ

ぞれに対応できる連絡体制を整備し、できるだけ早急に連絡できるようにしておく。

③ 検食の事前実施の徹底

学校では、責任者（校長等）が、原則児童生徒の給食30分前までに検食を行い、

結果を記録する。

（４）熱中症

① 暑さ指数計（WBGT計)の指数に基づき、適切な処置を講ずる.
危険 31℃以上 ････特別な場合以外は運動を中止する。

厳重警戒 28℃～31℃ ････激しい運動や持久走は避ける。体力のない者、暑さ

に慣れていない者は運動を中止する。

警戒 25℃～28℃ ････積極的に休息をとり、水分・塩分の補給をする。

注意 25℃未満 ････熱中症の兆候に注意する。運動の合間に水分や塩分

を補給する。

なお、暑さ指数計がない場合は、気温と湿度を計測し「WBGT早見表」を用いて算出

する。（「学校危機管理の手引き」の改訂〈熱中症の追加〉表①、表②参照）

② からだが暑さに慣れていない時期に発生しやすいため、個人差には十分注意し、

不調があれば休ませるようにする。児童生徒には体調不良の場合にはすぐに申し出

るよう指導する。

③ WBGT計を昇降口などに設置し、日頃から暑さ指数に触れる機会を設けたり、対策マ

ニュアルを配布したりするなどして、児童生徒の意識や関心を高める。

④ 行事等は、計画にはとらわれず状況に応じて柔軟に計画の修正を行う。暑さ指数が

31℃以上の中で活動しなければならない特別な場合の判断は、管理職を中心に学校全

体で行う。

⑤ プールの中では、いつの間にか発汗により脱水症状を起こし、熱中症の原因となる

こともある。外気温に加え水温が高温の場合は発症の危険性が高くなるため、中止な

ど適切な措置をとる。
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（３） 学校給食への異物（危険な異物）混入

○危険な異物

金属類、ガラス、石、薬品など児童生徒へ健康被害を与える危険性が高い異物ま

たは異臭の場合

① 学校等における危機管理体制の確立

ア）校長は学校給食での異物混入を想定し、校内体制を確立しておく。

※教室で危険な異物発見時の初期対応

ⅰ） 速やかに給食の喫食を中止し、児童生徒の健康被害の確認、現状保存する。

ⅱ） 管理職へ報告し、他の学級の給食への異物の有無の確認と喫食の中止を指

示し、児童生徒の健康被害の確認をする。

ⅲ） 管理職は、教育委員会、共同調理場に第１報を入れるとともに、学校全体

の状況を取りまとめる。

イ）配膳室等保管場所は施錠ができる構造とし、衛生面について十分に配慮すると

ともに、配膳室から配食までの管理を徹底する。

② 連絡体制の整備

異物混入の判明時期としては、ア）配送前、イ）配送後調理場での検食時、ウ）

各学校での検食時、エ）各学級での配食時、オ）喫食時等が考えられるため、それ

ぞれに対応できる連絡体制を整備し、できるだけ早急に連絡できるようにしておく。

③ 検食の事前実施の徹底

学校では、責任者（校長等）が、原則児童生徒の給食30分前までに検食を行い、

結果を記録する。

（４）熱中症

① 暑さ指数計（WBGT計)の指数に基づき、適切な処置を講ずる.
危険 31℃以上 ････特別な場合以外は運動を中止する。

厳重警戒 28℃～31℃ ････激しい運動や持久走は避ける。体力のない者、暑さ

に慣れていない者は運動を中止する。

警戒 25℃～28℃ ････積極的に休息をとり、水分・塩分の補給をする。

注意 25℃未満 ････熱中症の兆候に注意する。運動の合間に水分や塩分

を補給する。

なお、暑さ指数計がない場合は、気温と湿度を計測し「WBGT早見表」を用いて算出

する。（「学校危機管理の手引き」の改訂〈熱中症の追加〉表①、表②参照）

② からだが暑さに慣れていない時期に発生しやすいため、個人差には十分注意し、

不調があれば休ませるようにする。児童生徒には体調不良の場合にはすぐに申し出

るよう指導する。

③ WBGT計を昇降口などに設置し、日頃から暑さ指数に触れる機会を設けたり、対策マ

ニュアルを配布したりするなどして、児童生徒の意識や関心を高める。

④ 行事等は、計画にはとらわれず状況に応じて柔軟に計画の修正を行う。暑さ指数が

31℃以上の中で活動しなければならない特別な場合の判断は、管理職を中心に学校全

体で行う。

⑤ プールの中では、いつの間にか発汗により脱水症状を起こし、熱中症の原因となる

こともある。外気温に加え水温が高温の場合は発症の危険性が高くなるため、中止な

ど適切な措置をとる。
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５ 健康教育（学校保健）  

 
１ 学校における健康教育の位置づけ 

教育基本法では、教育の目的として第１条で「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的

な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行

われなければならない。」と心身の健康について明記している。

学校教育法では、第 条第８項で「健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うと

ともに、運動を通じて体力を養い、心身の調和的発達を図ること。」と健康教育について明記

している。

平成 年３月告示学習指導要領では、第１章総則第１の２ ３ に「学校における体育・健

康に関する指導は、児童生徒の発達の段階を考慮して、学校の教育活動全体を通じて適切に行

うものとする。特に、学校における食育の推進並びに体力の向上に関する指導、安全に関する

指導及び心身の健康の保持増進に関する指導については、体育科（保健体育科）、家庭科（技

術・家庭科）、及び特別活動の時間はもとより各教科、道徳科、外国語活動及び総合的な学習

の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努めることとする。ま

た、それらの指導を通して、家庭や地域社会との連携を図りながら、日常生活において適切な

体育・健康に関する活動の実践を促し、生涯を通じて健康・安全で活力ある生活を送るための

基礎が培われるよう配慮すること。」とあり、教育活動全体を通じて適切に実施できるように

教育課程を編成することとなっている。

したがって学校における健康教育は、学校保健、学校安全、学校給食を包括するものであり、

相互に密接な関連を図りながら教育活動全体を通じて推進する必要がある。 
 
２ 学校保健の構造 

児童生徒の健康を保持増進するために学校教育の中で行われる活動を総称して学校保健と

いう。学校保健は、保健教育、保健管理（対人管理・対物管理）及び学校保健に関する組織活

動で構成されている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

学校保健計画  
（学校保健安全法第５条に基づく）  

保

健

教

育 

保

健

管

理 

組織活動  

対人管理  

対物管理  
学校環境安全・衛生的管

理、学校環境の美化等  

体育・保健体育、関

連教科、総合的な学

習の時間、特別活

動、個別指導、日常

の学校生活等  

教職員の組織、協力体制の確立、  
家庭、地域との連携、学校保健委員会
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【研修参考資料】島根県教育委員会発行資料他  

 

ジャンル 資 料 名 発行 
第１章 島根がめざす教育 
 
 

・しまね教育魅力化ビジョン
・しまね 高校魅力化 参考書
・しまねの学力育成推進プラン（平成 年度改訂版）
・新学習指導要領の実施に向けて（リーフレット）

「明日を担う島根の子どもたちのために」

令和 ２年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ４月
平成 年 ４月 

第３章 学校の教育活動の計画と組織経営

１教育課程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・学習指導要領等の改訂に伴う、高等学校における教育課程の  
望ましい編成と実施について（島根県教育課程審議会答申） 

・学習指導要領等の改訂に伴う、特別支援学校における教育課  
程の望ましい編成と実施について（島根県教育課程審議会答申） 

・高等学校教育課程編成の手引  
・評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料  
（国立教育政策研究所）【小学校版】【中学校版】

【高等学校版】共通教科
【高等学校版】専門教科

・小学校・中学校教育課程の編成・実施の手引－Ｑ＆Ａ－  
・小学校・中学校教育課程の編成・実施の手引－Ｑ＆Ａ－

移行措置編

平成 年 ６月 
 
平成 年 ６月 
 
令和 元年 ７月 
平成 年 月 
 
平成 年 ７月
平成 年 ３月
平成 年 ２月 
平成 年 １月 

４学校評価 
 

・学校評価ガイドブック
・学校評価ガイドライン（平成 年改訂）（文部科学省）

平成 年 ３月
平成 年 ３月

６カリキュラム・
マネジメント

・カリキュラム・マネジメント ハンドブック 令和 ２年 ３月

７教職員の 
メンタルヘルス 

・職員のための心の健康づくりのための指針（総務省）
・労働者の心の健康の保持増進のための指針（厚生労働省）
・改訂心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手

引き（厚生労働省）
・公立学校教職員の人事行政状況調査（文部科学省）
・教職員のメンタルヘルス対策について 最終まとめ

（教職員のメンタルヘルス対策検討会議）
・管理監督者のためのメンタルヘルスハンドブック
（島根県教育委員会教職員健康管理センター）
・島根県教職員健康管理事業概要（島根県教育庁福利課）
・職場復帰支援プログラム実施要綱（島根県教育委員会）
・職場復帰支援プログラムの概要一部改正（島根県教育委員会）
・パンフレット

「教職員のための新メンタル・ハンドブック」
（社会保険出版社）
「教職員のためのピンポイント・アドバイス いまこそ、こ

ころを大切に」（社会保険出版社）
「部下の職場復帰を円滑に」（中央労働災害防止協会）

・ウェブサイト
「こころの耳 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト」
（厚生労働省）
「みんなのメンタルヘルス」（厚生労働省）

平成 年 ４月
平成 年 月
平成 年 ３月

毎年度
平成 年 ３月

平成 年 ３月

毎年度
平成 年 ４月
平成 年 月

８危機管理 
 
 
 
 
 
 
 
 

・学校防災マニュアル
・学校プール管理マニュアル
・プールの安全標準指針（文部科学省・国土交通省）
・学校における危機管理体制の確立のために ～外部からの侵

入者への対応
・子どもの心のケアのために －災害や事件・事故発生時を中

心に－（文部科学省） 
・学校における子供の心のケア －サインを見逃さないために

－ （文部科学省） 

平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
平成 年 ９月 

平成 年 ７月 
 
平成 年 ３月

８危機管理 
 

・「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育（文部科学省）  
・「学校防災マニュアル 地震・津波災害 作成の手引き」の作成 

について（文部科学省）  
・学校防災のための参考資料『生きる力』を育む防災教育の展

開 （文部科学省） 
・学校危機管理の手引き」（改訂版）～危機管理マニュアル

作成のために～（第５章３「生徒指導」に再掲） 
・「学校危機管理の手引き（原子力災害発生時の対応編）」  
・「学校危機管理の手引き（弾道ミサイル発射に係る対応編）」 
・「学校危機管理の手引き（熱中症）」  
・教師が知っておきたい 子どもの自殺予防（文部科学省）  
・子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き(文部科学省)
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック 第２版  

平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
 
平成 年 ３月 

平成 年 ９月
 
平成 年 ５月 
平成 年 月
平成 年 ４月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ２月
平成 年 ２月

第４章 各教育活動 
１学力（学ぶ力・学

んだ力）の育成 
・島根県学力調査報告書  
・しまね教育魅力化ビジョン  

令和 ２年 １月
令和 ２年 ３月 

２授業づくり 
 

・学びのすすめ（リーフレット）
・学習評価を生かした授業改善，授業づくりのためのハンドブック［中学校］
・実りある授業のために〔 秋〕
・実りある授業のために〔 冬〕
・実りある授業のために〔 秋〕
・家で勉強する！主体的な学びをしまねに（リーフレット）
・明日を担う島根の子どもたちのために（リーフレット）
・複式学級指導の手引［ 元年度改訂版］
・令和２年度各教科等の指導の重点
・学習評価ガイド

平成 年 ７月 
平成 年 ３月 
平成 年 ９月 
平成 年 １月 
平成 年 ９月 
平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
令和 ２年 ３月
令和 ２年 ３月
令和 ２年 ３月

３言語活動の充実 ・言語活動の充実に関する指導事例集【小学校版】【中学校版】
【高等学校版】（文部科学省）  

平成 年 月、 
年 月、 年 月 

５道徳教育 ・島根県版道徳教育郷土資料「しまねの道徳」 
・私たちの道徳（文部科学省ホームページ） 
・道徳教育アーカイブ（文部科学省ホームページ）  

平成 年 ３月 
 
 

７総合的な学習の 
時間・ 
総合的な探究の
時間

・総合的な学習の時間における評価方法等の工夫改善のための  
参考資料（国立教育政策研究所）  

・今、求められる力を高める総合的な学習の時間の展開  
【小学校編】【中学校編】 
【高等学校編】（文部科学省）

平成 年 ７月 
 
 
平成 年 月
平成 年 ７月 

８学校図書館活用
教育 

・学校図書館活用教育研修用ＤＶＤ
・「学びを支え心をはぐくむ島根の学校図書館」
・学校図書館活用教育実践事例集
・子ども読書県しまね

・学校図書館ガイドライン（文部科学省）

平成 年 ３月

平成 年 ３月

平成 年 月

９主権者教育 ・高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒に
よる政治的活動等について

・「私たちが拓く日本の未来 有権者として求められる力を身
に付けるために」

・「同上 活用のための指導資料」（総務省・文部科学省）

平成 年 月

平成 年
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８危機管理 
 

・「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育（文部科学省）  
・「学校防災マニュアル 地震・津波災害 作成の手引き」の作成 

について（文部科学省）  
・学校防災のための参考資料『生きる力』を育む防災教育の展

開 （文部科学省） 
・学校危機管理の手引き」（改訂版）～危機管理マニュアル

作成のために～（第５章３「生徒指導」に再掲） 
・「学校危機管理の手引き（原子力災害発生時の対応編）」  
・「学校危機管理の手引き（弾道ミサイル発射に係る対応編）」 
・「学校危機管理の手引き（熱中症）」  
・教師が知っておきたい 子どもの自殺予防（文部科学省）  
・子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き(文部科学省)
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック 第２版  

平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
 
平成 年 ３月 

平成 年 ９月
 
平成 年 ５月 
平成 年 月
平成 年 ４月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ２月
平成 年 ２月

第４章 各教育活動 
１学力（学ぶ力・学

んだ力）の育成 
・島根県学力調査報告書  
・しまね教育魅力化ビジョン  

令和 ２年 １月
令和 ２年 ３月 

２授業づくり 
 

・学びのすすめ（リーフレット）
・学習評価を生かした授業改善，授業づくりのためのハンドブック［中学校］
・実りある授業のために〔 秋〕
・実りある授業のために〔 冬〕
・実りある授業のために〔 秋〕
・家で勉強する！主体的な学びをしまねに（リーフレット）
・明日を担う島根の子どもたちのために（リーフレット）
・複式学級指導の手引［ 元年度改訂版］
・令和２年度各教科等の指導の重点
・学習評価ガイド

平成 年 ７月 
平成 年 ３月 
平成 年 ９月 
平成 年 １月 
平成 年 ９月 
平成 年 ３月 
平成 年 ３月 
令和 ２年 ３月
令和 ２年 ３月
令和 ２年 ３月

３言語活動の充実 ・言語活動の充実に関する指導事例集【小学校版】【中学校版】
【高等学校版】（文部科学省）  

平成 年 月、 
年 月、 年 月 

５道徳教育 ・島根県版道徳教育郷土資料「しまねの道徳」 
・私たちの道徳（文部科学省ホームページ） 
・道徳教育アーカイブ（文部科学省ホームページ）  

平成 年 ３月 
 
 

７総合的な学習の 
時間・ 
総合的な探究の
時間

・総合的な学習の時間における評価方法等の工夫改善のための  
参考資料（国立教育政策研究所）  

・今、求められる力を高める総合的な学習の時間の展開  
【小学校編】【中学校編】 
【高等学校編】（文部科学省）

平成 年 ７月 
 
 
平成 年 月
平成 年 ７月 

８学校図書館活用
教育 

・学校図書館活用教育研修用ＤＶＤ
・「学びを支え心をはぐくむ島根の学校図書館」
・学校図書館活用教育実践事例集
・子ども読書県しまね

・学校図書館ガイドライン（文部科学省）

平成 年 ３月

平成 年 ３月

平成 年 月

９主権者教育 ・高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒に
よる政治的活動等について

・「私たちが拓く日本の未来 有権者として求められる力を身
に付けるために」

・「同上 活用のための指導資料」（総務省・文部科学省）

平成 年 月

平成 年
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教育の情報化 ・教育の情報化に関する手引 （文部科学省）
・小学校プログラミング教育の手引 第二版 （文部科学省）
・学校における情報セキュリティ及び 環境整備等に関する

研修教材（文部科学省）
・情報活用能力の体系表例（次世代の教育情報化推進事業「情

報教育の推進等に関する調査研究」成果報告書）（文部科学
省）

・情報活用能力育成のために（文部科学省）
・教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト（文部科学省）
・「 活用ステップアップ映像集」利用ガイド
・児童生徒の健康に留意して を活用するためのガイドブッ

ク（文部科学省）
・情報化社会の新たな問題を考えるための教材（文部科学省）
・著作権テキスト（文化庁）
・［教育情報セキュリティティポリシーに関するガイドライン］

ハンドブック（文部科学省）
・島根県情報セキュリティポリシー（島根県）
・発達障害のある子供たちのための 活用ハンドブック 特

別支援学級編、通級指導教室編、通常の学級編 （文部科学省）

令和 元年 月
平成 年 月
平成 年 ３月

平成 年 ３月

平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ６月

平成 年
令和 元年
平成 年 月

平成 年 ４月
平成 年 ４月

国際理解教育 ・ －英語を使って羽ば
たく日本人（文部科学省） 

・各中・高等学校の外国語教育における「ＣＡＮ－ＤＯリスト 
の形での学習到達目標設定のための手引き（文部科学省）  

・新学習指導要領に対応した外国語活動及び外国語の授業実践
事例映像資料（小学校版１～３・中学校版１～２・高等学校
版１～３）（文部科学省） 

・英語ノート電子黒板用ソフト（文部科学省）
・中学校外国語科「ＣＡＮ－ＤＯリスト」の形での学習到達目

標作成ガイド
・しまねの英語教育

～グローバル社会に羽ばたく児童生徒の育成のために～
・えいごネット（一般財団法人英語教育協議会）

・平成 年度「英語教育推進リーダー中央研修」ＤＶＤ教材
・平成 年度「英語教育推進リーダー中央研修」ＤＶＤ教材
・小学校外国語活動・外国語研修ガイドブック

平成 年 ８月 
 
平成 年 ３月 
 
  
  

平成 年 ２月

平成 年 ３月

竹島に関する 
学習 

・竹島学習副教材ＤＶＤ
・竹島学習リーフレット「竹島～日本の領土であることを学ぶ」
・竹島学習リーフレット活用のためのてびき
・ふるさと読本「もっと知りたいしまねの歴史」
・高等学校・特別支援学校高等部における「竹島学習」のあり

方について
・領土に関する教育ハンドブック

平成 年 ５月
平成 年 ２月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 ６月

平成 年 ３月

ふるさと教育 ・ふるさと読本「いずも神話」（改訂版）
・ふるさと読本「もっと知りたい島根の歴史」
・地域学校協働活動ハンドブック（文部科学省）
・地域学校協働活動事例集（文部科学省）

平成 年 １月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

「しまねのふる
まい」

・きらきらふるまい みんなにこにこ（５歳児用） 
・みんなきらきら ふるまいめいじん（小１用）

毎年度 
毎年度

へき地教育・

複式教育

・複式学級指導の手引き（平成 年度改訂版）
・複式学級指導の手引き（令和元年度改訂版）

平成 年 ３月
令和 ２年 ３月

第５章 基盤となる指導 
１人権教育 
 
 
 
 
 
 

・人権教育指導資料
・人権教育事例集〔社会教育編〕
・人権教育研修資料「Ｑ＆Ａ」で理解する〔第三次とりまとめ〕
・知っていますか？子どもたちが学んでいる同和問題の歴史

（リーフレット）
・しまねがめざす人権教育（リーフレット）
・問題事象から学ぶために（学校教育編）

平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月

平成 年 ４月
平成 年 ７月
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１人権教育 
 
 

～人権に関わる問題事象の基本的な捉え方と取組の進め方～
・人権教育指導資料第２集

「しまねがめざす人権教育（学校教育編）」
平成 年 ３月

２特別支援教育 
 
 
 
 
 
 

・島根県の特別支援教育（特別支援教育課 掲載） 
・お子さまの就学のために 
・特別支援教育ハンドブック（特別支援教育課 掲載） 
・改訂第３版 障害に応じた通級による指導の手引き 解説と

Ｑ＆Ａ（文部科学省） 
・共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の

ための特別支援教育の推進（中教審報告）  
・教育支援資料（文部科学省 掲載） 
・「島根県立学校における障がいを理由とする差別の解消の推  

進に関する対応要領」（特別支援教育課 掲載） 
・リーフレット「『チーム支援』で取組もう～みんなが資源・み

んなで支援～Ver.１」 
・発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体

制整備ガイドライン（文部科学省 掲載） 
・知っていますか？通級による指導（特別支援教育課 掲載） 
・特別支援教育ってなんだろう 他 （島根県教育センターHP） 

毎年 月
毎年
平成 年 ３月
平成 年 ３月

平成 年 ７月

平成 年 月
平成 年 ４月

平成 年 ３月

平成 年 ３月

平成 年 ３月
令和 ２年 ２月

３生徒指導 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・教師が知っておきたい 子どもの自殺予防（文部科学省）  
・生徒指導提要（文部科学省）  
・子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き(文部科学省) 
・生徒指導の役割連携の推進に向けて（小学校編）（中学校編）

（高等学校編）（国立教育政策研究所）  
・子どもの権利に関する条約（小学生用）  
・子どもの権利に関する条約（中学生・高校生用）  
・学級集団づくり 魅力ガイドブック 
・「学校危機管理の手引き（改訂版）～危機管理マニュアル  

作成のために～」（第３章７「危機管理」に再掲） 
・アンケート調査を活用した「いじめ」の未然防止と対応・取  

 組の事例集 
・いじめ問題対応の手引〔改訂版〕  

～児童生徒一人一人が安心して通える学校づくりを目指して～ 
・“生徒指導・教育相談・学級集団づくり･･･etc” 

校内研修ベストセレクション  
・スクールカウンセラー活用事業に係るガイドライン  
・スクールソーシャルワーカー活用事業に係るガイドライン  
・いじめ対策に係る事例集（文部科学省）  
・生徒指導リーフ（国立教育政策研究所）  
・生徒指導・学級経営上の課題への取組～県内の公立小・中学

校の実践に学ぶ～ 
・生徒指導支援資料（国立教育政策研究所） 
・小学校学習指導要領解説 総則編（文部科学省） 
・中学校学習指導要領解説 総則編（文部科学省） 

平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月

平成 年 １月
平成 年 ７月
平成 年 ３月
平成 年 ４月

平成 年 ３月

平成 年 ９月

平成 年 ３月

平成 年 ６月
平成 年 ６月
平成 年 ９月

平成 年 ３月

平成 年 ４月
平成 年 ６月
平成 年 ７月

４幼児教育 ・発達や学びをつなぐスタートカリキュラム  
（文部科学省国立教育政策研究所教育課程研究センター）  
・島根県幼児教育振興プログラム  

平成 年 ４月

令和 ２年発刊予
定

５健康教育
（学校保健） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・しまねっ子元気プラン（第三次）‐学校保健計画策定の手引 -  
・島根県 性に関する指導の手引 
・性に関する指導 Ｑ＆Ａ 
・連携を生かし、性に関する指導の充実を！（リーフレット）  
・島根県 性に関する指導の手引 概要版 （リーフレット） 
・島根県 性に関する指導の手引 実践事例集 
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック  
・島根県食物アレルギー対応ハンドブック（第 2 版） 
・教職員のための子どもの健康観察の方法と問題への対応  

（文部科学省） 
・教職員のための子どもの健康相談及び保健指導の手引き  

（文部科学省） 

令和 ２年 ３月
平成 年 ２月
平成 年 ２月 
平成 年 ２月 
平成 年 ２月 
平成 年 ２月 
平成 年 ２月 
平成 年 ２月
平成 年 ３月

平成 年 ８月
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５健康教育
（学校保健） 
 

・養護教諭のための児童虐待対応の手引き（文部科学省）  
・学校のアレルギー疾患に対する取組ガイドライン  

（財団法人 日本学校保健会 監修 文部科学省スポーツ・
青少年局学校健康教育課） 

・児童生徒の健康診断マニュアル  
（公益財団法人 日本学校保健会） 

・現代的健康課題を抱える子供たちへの支援～養護教諭の役割
を中心として～（文部科学省）  

平成 年 月
平成 年 ３月

平成 年 ８月 
 
平成 年 ３月 

６食育 ・食の学習ノート（小学生用改訂版）  
・食の学習ノート（中学生用、高校生用）  
・リーフレット「すこやかしまねっこ」  
・「すこやかしまねっこ」実践事例集（小学校編）  
・食に関する指導の手引き（第二次改定版）（文部科学省）  
・食育推進のための授業実践集  
・食育推進のための授業実践集（第２集）  
・栄養教諭を中核としたこれからの学校食育～チーム学校で取

り組む食育推進のＰＤＣＡ～（文部科学省） 

平成 年 ４月
平成 年 ３月
平成 年 ２月
平成 年 ２月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月

７体力つくり ・体育 楽しく たくましく「しまねっ子！元気アップ・レポ
ート ～児童生徒の体力・運動能力等調査報告書～」  

・しまねっ子！元気アップ・ソング，ダンスＣＤ  
・しまねっ子！元気アップ・トレーニングＤＶＤ  
・体育の授業が楽しくなるシリーズ①鉄棒ＤＶＤ  
・子どもの体力向上推進事業参考実践事例集  
・体育の授業が楽しくなるシリーズ②マット運動ＤＶＤ  
・体育の授業が楽しくなるシリーズ③なわとび運動ＤＶＤ  
・安全で楽しい効果的な授業づくりに向けての柔道実践事例集  

毎年３月

平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ４月
平成 年 ４月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月

８キャリア教育 ・小学校キャリア教育の手引き 改訂版） （文部科学省）
・中学校キャリア教育の手引き （文部科学省）
・高等学校キャリア教育の手引き （文部科学省）
・キャリア教育が促す「学習意欲」 （文部科学省）
・子供たちの「見取り」と教育活動の「点検」（文部科学省）
・「語る」「語らせる」「語り合わせる」で変える！キャリア教

育 （文部科学省）
・キャリア教育リーフレットシリーズ （文部科学省）
・ＲＰＤＣＡですすめる！キャリア教育

～自校の実態に応じた推進のために～

平成 年 ５月
平成 年 ３月
平成 年 月
平成 年 ３月
平成 年 ３月
平成 年 ３月

平成 年 ３月～
平成 年 ３月

第７章 教職員の服務 
 
 
 
 
 
 

・教員の人事管理の在り方について報告書  
・セクシュアル・ハラスメント根絶のために セクハラと子ど

もの人権 
・ハラスメントその理解と防止のために  
・信頼される島根の教育を目指して  
  －不祥事を防止するために－まとめ  
・不祥事防止のための校内研修用事例集  
・不祥事防止のための校内研修用事例集（増補版）  

平成 年 月
平成 年 ４月 
 
平成 年 ２月 
平成 年 ５月

平成 年 ８月
平成 年 ３月 

その他

 ・島根県教育センター 研究紀要・研修報告 毎年３～４月 
 
島根県教育用ポータルサイト https://web1.shimanet.ed.jp/ 
国立教育政策研究所                 https://www.nier.go.jp/ 

    島根県                     https://www.pref.shimane.lg.jp/ 
  島根県教育委員会                   https://www.pref.shimane.lg.jp/kyoikuiinkai/  

しまねっと                   https://www.shimanet.ed.jp/ 
島根県教育センター         https://www.pref.shimane.lg.jp/matsue_ec/ 
島根県教育センター浜田教育センター

https://www.pref.shimane.lg.jp/education/kyoiku/kikan/hamada_ec/ 
しまねの教育情報 WebＥＩＯＳ(エイオス) http://eio-shimane.jp 

〔各項における表記について〕
小学校…義務教育学校（前期課程）を含む。
中学校…義務教育学校（後期課程）を含む。
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（本文のみ）




